
 

 

【サウンディングに係る主な意見】                                        （参考） 

1. 事業手法・事業スキームについて 

市が想定する事業手法（BTO方式の PFI 事業＋区分所有）について 

⚫ 市が想定する事業手法でも十分に成立するとの意見が複数確認できました。 

⚫ 一方で、定期借地権上の建物かつ区分所有といった観点で将来的な売却が難しくなるため出口戦略を描きづ

らく、参画のハードルになる可能性も指摘されました。 

⚫ PFI について、運営要素の強い事業であれば VFM が出やすいが、本事業については運営要素が少なく VFM

が出づらい可能性が指摘されました。 

⚫ 昨今の物価上昇、金利上昇の状況を踏まえても VFM は出づらく、PFI を選択するコスト上のメリットは小さくな

ってきているとの意見がありました。 

⚫ 仮に土地を共同所有にしたとしても、所有者は市も含め二者となると想定され、住居系の機能にしなければ将

来の建て替え時の合意形成もそこまで困難にならないと考えられることから、等価交換方式（土地を売却し、

建設後に建物を区分所有、土地を共同所有）でも実現可能ではないかとの意見がありました。 

市の想定以外の事業手法について 

⚫ 建物全体を DB 方式または PFI（BTO 方式）で整備し、建物全体を市が所有しながら上層階を民間に建

物賃貸借する方法も考えられるとの意見がありました。 

⚫ PFI（BOO 方式）や土地売却、一般定期借地権設定のうえ民間が施設を整備所有し、消防署が建物賃

貸借する方法も考えられるとの意見がありました。 

⚫ リース方式なども考えられるとの意見がありました。 

事業スキームについて 

⚫ 単独企業での事業参画の可能性もあるが、複数事業者による共同体での参画を想定する意見が多くありまし

た。具体的な企業構成については民間施設の機能用途によって決まるとの意見が多くありました。 

⚫ SPC の組成有無は民間施設の機能用途によって決まるとの意見が多くありました。また、SPC の運営費が負担

となるためSPCの組成を任意とする事業も増えてきており、本事業においても任意としてほしいという要望が確認

できました。 

⚫ SPC の代表企業について、施設整備段階と維持管理運営段階で交代する方法についても示されました。 

⚫ 消防署部分と民間施設部分とでは事業特性やリスク、関与する会社が大きく異なるため、リスクを適切に分担・

管理できるよう事業主体を分ける（SPC を分けて設立するなど）方法も考えられるとの意見がありました。 

区分所有する場合の留意事項について 

⚫ 民間施設部分の所有者については、SPC とするか単独企業とするかも含め機能用途によって変わるとの意見が

多くありました。 

⚫ 電気・機械設備、給排水などのインフラ設備や階段・EVなどについて、消防署と民間施設で共用した方が建物

全体としての建設コストが抑えられ効率的との意見もありましたが、消防署の機能を損なうリスクや維持管理上

の容易さを踏まえると、完全に分離する方が良いとの意見が多くありました。 

⚫ 民間施設部分の区分所有権については、譲渡可能としてほしいとの意見が多くありました。 

⚫ 大規模修繕や長寿命化改修については、消防署と民間施設で個別に実施するのではなく、面積按分を前提

とした共同実施が効率的であり、その費用については市と民間施設の所有者間で管理組合を設置し、将来の

修繕費として積み立てていく方法も示されました。 



 

 

定期借地権設定に関する留意事項について 

⚫ 更地返還時の解体は面積に応じて按分するなどが考えられるが、事業開始当初から長期間に渡って費用を見

込み続けることは難しいため、所有者が変わっていくことを前提として、解体費用を積み立てながら次の所有者へ

引き継いでいくという考え方も可能との意見がありました。 

 

2. 事業条件について 

事業範囲について 

⚫ 施設の維持管理について、消防署部分と民間施設部分をそれぞれ維持管理する方法と、一体として民間が維

持管理する方法のいずれも考えられるとの意見が多くありました。 

⚫ 消防署の維持管理については、施設の特殊性を考慮すると民間で対応できない部分も出てくる可能性があり、

場合によっては民間が担当することでかえってコストが増える可能性もあるとの意見がありました。 

⚫ 既存施設の解体について、事業範囲に含めることは問題ないとの意見が多くありましたが、地中埋設物等のリス

クを考慮すると市で解体し更地引き渡しとする方が参画のハードルが下がるとの意見もありました。 

事業期間について 

⚫ PFI の事業期間については、20 年~30 年先の大規模修繕費を見込むことは難しい為、大規模修繕が発生

する前に終了する期間設定が望ましいとの意見が多くありました。 

⚫ PFI 期間終了後の大規模修繕と維持管理については、新たに PFI（RO 方式）を実施するなど様々な方法

が考えうるとの意見が多くありました。 

事業費用について 

⚫ 施設整備費及び維持管理費用について、物価高騰や人件費高騰の影響を考慮し、適切な物価スライド条項

の設定や柔軟に協議・調整できる仕組みを設ける必要があるとの意見が多くありました。 

事業スケジュールについて 

⚫ 市が想定する事業スケジュールについて、概ね問題ないとの意見が多くありましたが、実施方針の公表期間や選

定から契約までの期間については十分に確保してほしいとの意見がありました。 

⚫ 解体から新築までの期間は機能用途によって必要な期間が異なり、プラス半年程度余裕があるとよいとする意

見もありました。 

⚫ 仮庁舎の建設は前倒しで進めてもよいとの意見がありました。 

 

3. 民間施設の用途等について 

想定される民間施設の用途について 

⚫ ホテル（ビジネス、ラグジュアリー、アパートメント）やオフィス、社宅、学校、病院など様々な機能用途の提案が

確認できました。 

⚫ 立地条件や建設費高騰の状況、消防署機能との共存条件（面積確保や騒音問題など）を踏まえ検討して

いく必要があるとの意見が多くありました。 

民間施設整備において想定される課題やリスク 

⚫ 民間施設として確保できる床面積が限定的であるため、事業収支を勘案した上で、容積率の緩和の要望が出

る可能性があるとの意見がありました。 

⚫ 民間施設の機能用途によっては駐車場や駐輪場、ゴミ置き場など地上に設置する必要がある機能が存在する

ため、訓練棟や屋外訓練スペースとの共存が課題になるとの意見がありました。 



 

 

⚫ 立地的なポテンシャルは高いが、建設費が高止まりしている状況の中で適切に投資回収できるプランを描けるか

が課題になるとの意見がありました。 

 

4. 参画可能性について 

参画可能性について 

⚫ 事業への関心は高く、今後も情報提供を求める意見が多くありました。 

⚫ 立地条件や事業手法、事業スキーム面で検討のハードルが高い難しい事業であると認識しているとの意見もあ

りました。 

⚫ 設計・建設企業からは、民間施設部分の所有と運営を実施できる事業者が見つかるか次第での参画になると

の意見が複数みられました。 

次年度実施を予定している導入可能性調査への参加について 

⚫ 積極的に参加したいとの意見が多くありました。 

 

5. その他 

事業の実現可能性について 

⚫ 消防署との合築であるため、通常では要求されない設備水準や安全水準を求められることになり、また設備イン

フラをそれぞれ整備する必要があることから、建物自体が割高なものになる恐れがあるとの意見がありました。 

⚫ 建築物価の高騰を踏まえると、事業自体の成立可能性が低い可能性があり、消防署の建て替えを優先するな

ら単体で実施する形が安全であるとの意見がありました。 

 

 


